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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ３. 第53期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第53期

第２四半期連結 
累計期間 

第53期
第２四半期連結 

会計期間 
第52期

会計期間 
自平成21年１月１日
至平成21年６月30日 

自平成21年４月１日 
至平成21年６月30日 

自平成20年１月１日
至平成20年12月31日 

売上高（百万円）  20,625  8,902  46,652

経常利益（百万円）  669  11  2,824

四半期（当期）純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 297  △61  1,014

純資産額（百万円） －  53,788  54,240

総資産額（百万円） －  64,437  65,456

１株当たり純資産額（円） －  1,910.57  1,914.25

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四

半期純損失金額（△）（円） 
 10.78  △2.25  36.14

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円） 
 10.75 －  35.99

自己資本比率（％） －  81.5  81.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 3,478 －  3,949

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △11 －  △424

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 292 －  △1,621

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円） 
－  21,850  18,248

従業員数（人） －  2,073  2,065
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

  

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（グループ外部から当社グループへの出向者を含むほか、当社グループからグループ外部

への出向者を含みません。）であり、臨時従業員数は（ ）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数

で記載しております。なお、臨時従業員には、パートタイマー、契約社員及び派遣社員を含んでおります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含むほか、当社から社外への出向者を含みません。）であ

り、臨時従業員数は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時従業

員には、パートタイマー、契約社員及び派遣社員を含んでおります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,073  (371)

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,074  (300)
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１. セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  ２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２. 当社グループの主要事業である調査事業の売上高は、事業の性質上、上半期（第２四半期連結累計期間）に

多くなる傾向があります。 

３. 当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。 

４．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

調査事業（百万円）  6,954

計測機器事業（百万円）  1,947

合計（百万円）  8,902

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 受注残高（百万円）

調査事業  6,980  12,715

計測機器事業  1,776  1,992

合計  8,757  14,708

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

調査事業（百万円）  6,954

計測機器事業（百万円）  1,947

合計（百万円）  8,902

相手先 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

金額（百万円） 割合（％）

国土交通省  1,406  15.8
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現時点において、当社グループが、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような

事象、又はグループの経営に重要な影響を及ぼす事象は、確認されておりません。 

  

  

   

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

（１）業績の状況 

当第２四半期における社会環境は、昨年後半以降の世界経済の悪化も回復の兆しが見え始め、国内では政府による

財政出動が動き始めましたが、未だ不透明な状況が継続しています。 

このような中、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用関連会社）の当第２四半期の売上高は、89億２

百万円となりました。損益面では、コスト削減に努めましたが、売上原価62億７千万円、販売管理費27億４千４百万

円、営業損失１億１千３百万円、経常利益１千１百万円、四半期純損失６千１百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

①調査事業 

当事業は、公共事業市場を中心に活動しています。 

国内の公共事業の発注環境は、当第２四半期末に補正予算が成立しましたが、依然として厳しい状況が継続し、民

間企業の設備投資も停滞しています。 

この結果、事業全体では、売上高が69億５千４百万円、営業損失が１億３百万円となりました。 

②計測機器事業 

当事業は、地震計・物理探査装置・地下レーダー装置・調査機器・モニタリング装置等が主な製品です。 

当第２四半期は、世界経済の悪化の影響により資源・エネルギー分野の製品が低調のまま推移し、事業全体では、

売上高が19億４千７百万円、営業損失が８百万円となりました。 

  

 なお、季節的変動について、当社グループは、売上高の多くを占める調査事業において、官公庁を中心とした公共

機関との取引率が高いことから１～３月の年度末完成業務が多く、利益も売上高の多い上半期（第２四半期連結累計

期間）に偏る傾向があります。  

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

①日本 

調査事業を中心に、売上高が72億２千４百万円、営業損失が１億３千４百万円となりました。 

②北米（米国、カナダ） 

計測機器事業が中心の北米の事業は、売上高が12億９千７百万円、営業損失が３千４百万円となりました。 

③その他の地域 

イスタンブールの地震防災関連業務の売上を中心に、売上高が３億７千９百万円、営業利益が４千万円となりまし

た。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態及び経営成績の分析】
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  （２）財政状態の分析  

  当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ10億１千９百万円減少し、644億３千７百万円

となりました。 

  流動資産は、前連結会計年度末に比べ８億４千１百万円減少し、366億７千７百万円となりました。これは主とし

て、当社の調査事業において、３月年度末に完成する業務が多いため、前連結会計年度末に比べ未成業務支出金が20

億１千６百万円減少したことによるものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ１億７千７百万円減少し、277億５千９百万円となりました。これは主とし

て、国内の連結子会社において研究所の建設により建物が増加しましたが、その一方で減価償却により資産が減少し

たことによるものであります。 

 当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ５億６千７百万円減少し、106億４千８百万

円となりました。これは主として、受注残高減少に伴う発生経費の減少により業務未払金が３億１千２百万円減少し

たことによるものであります。 

 当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ４億５千２百万円減少し、537億８千８百

万円となりました。これは主として、四半期純利益を２億９千７百万円計上したこと、自社株買いにより自己株式が

前連結会計年度末に比べ２億６百万円増加したこと、及び円高の影響により為替換算調整勘定が前連結会計年度末に

比べ５億９千６百万円減少したことによるものであります。 

 この結果、自己資本比率は81.5％、１株当たり純資産額は1,910円57銭となりました。  

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

  当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間末

に比べ40億９千２百万円増加し、218億５千万円となりました。 

  当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

   (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は44億２千８百万円となりました。 

 その主な要因は、売上債権の減少額43億２千５百万円、たな卸資産の減少額５億１千９百万円であります。 

  

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は６億７千万円となりました。 

 その主な要因は、有価証券の取得による支出７億９千８百万円、投資有価証券の売却による収入３億６百万円、固

定資産の取得による支出１億１千５百万円であります。 

  

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果得られた資金は９千３百万円となりました。 

 その主な要因は、短期借入れによる収入３億５千５百万円、短期借入金の返済による支出１億５千５百万円、自己

株式の取得による支出１億２百万円であります。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（５）研究開発活動 

  当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億８千９百万円であります。 

  なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成15年３月27日定時株主総会決議 

※１．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

※２．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役及び従業員並びに子会社の取締役で

あることを要する。ただし、取締役の任期満了による退任、従業員の定年、雇用契約に定める雇用期間の満

了による退職、又は会社都合による退職については、権利行使期間を限度として、権利行使開始日又は退任

もしくは退職のいずれか遅い日から１年間に限り、権利行使を認める。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  120,000,000

計  120,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  32,082,573  32,082,573
東京証券取引所 

（市場第一部） 
単元株式数100株

計  32,082,573  32,082,573 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  3,776

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  377,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※１  834

新株予約権の行使期間 
自 平成17年４月１日 

至 平成22年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 834 

資本組入額 417 

新株予約権の行使の条件 ※２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 
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② 新株予約権の割当を受けた者が在任中または在職中に死亡した場合は、相続人のうち下記④に規定する新株

予約権付与契約書に定める１名に対して、権利行使開始日又は死亡した日のいずれか遅い日から１年間に限

り、当該契約書に定める権利行使を認める。 

③ 新株予約権の担保設定その他の一切の処分は認めない。 

④ その他の条件は、平成15年３月27日開催の当社定時株主総会決議及び平成15年10月３日開催の当社取締役会

決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する新株予約権付与契約書に定める。 

該当事項はありません。  

 （注）１．深田 淳夫は発行済株式総数に対する所有株式数の割合は10％未満でありますが、総株主の議決権の数に対

する割合は10％を超えるため、主要株主であります。 

２．財団法人深田地質研究所は発行済株式総数に対する所有株式数の割合は10％未満でありますが、総株主の議

決権の数に対する割合は10％を超えるため主要株主であります。 

３．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式の内、信託業務に係る株式数は、797千株でありま

す。なお、それらの内訳は、投資信託設定分270千株、年金信託設定分527千株となっております。 

４．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式の内、信託業務に係る株式数は、916千株であります。

なお、それらの内訳は、投資信託設定分845千株、年金信託設定分70千株となっております。 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
 （百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成21年4月1日～ 

平成21年6月30日 
 －  32,082,573  －  16,174  －  15,905

（５）【大株主の状況】

  平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 応用地質株式会社  東京都千代田区九段北４丁目２番６号  4,594  14.32

 深田 淳夫  東京都小金井市  3,012  9.39

 財団法人深田地質研究所  東京都文京区本駒込２丁目13番12号  2,948  9.19

 日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
 東京都中央区晴海１丁目８番11号  2,087  6.51

 応用地質従業員持株会  東京都千代田区九段北４丁目２番６号  1,197  3.73

 日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 
 東京都港区浜松町２丁目11番３号  952  2.97

 株式会社みずほコーポレート銀

行 
 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号  800  2.49

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキ

ュリティーズ（ジャパン）リミテ

ッド（ビー・エヌ・ピー・パリバ

証券会社） 

 東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 

グラントウキョウノースタワー 
 645  2.01

 日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内１丁目６番６号   527  1.64

 CITIGROUP GLOBAL MARKETS INC. 

（常任代理人 日興シティグルー

プ証券株式会社）  

 388 GREENWICH STREET NEWYORK,N.Y. 

10013 U.S.A. 

（東京都千代田区丸の内１丁目５番１号 

新丸の内ビルディング）  

 501  1.56

計 －  17,267  53.82
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①【発行済株式】  

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株（議決権の数８個）含まれてお

ります。 

  

②【自己株式等】  

  

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） －  － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   4,594,400 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  27,382,200  273,822 － 

単元未満株式 普通株式     105,973 － － 

発行済株式総数          32,082,573 － － 

総株主の議決権 －  273,822 － 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 応用地質株式会社 
東京都千代田区九段北 

４丁目２番６号  
 4,594,400      －  4,594,400  14.32

計 －  4,594,400      －  4,594,400  14.32
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員 

 該当事項はありません。 

(2）退任役員 

    該当事項はありません。 

  

(3）役職の異動 

 （注）役名についての異動はありません。 

  

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円）  1,167  1,045  1,180  1,166  1,027  1,098

最低（円）  993  876  988  959  950  1,010

３【役員の状況】

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役社長 

(代表取締役)  
戦略事業推進本部長    成田 賢 平成21年４月１日 

取締役副社長 

(代表取締役)  
  専務執行役員東京本社長  岩﨑 恒明 平成21年４月１日 

取締役  専務執行役員東京本社長  常務執行役員関西支社長  平田 啓一  平成21年４月１日

取締役  
常務執行役員グループ統

轄本部長 
  兼森 孝  平成21年４月１日

取締役  常務執行役員管理本部長 
常務執行役員管理本部長 

兼経理部長  
河野 啓三  平成21年４月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。   

 なお、第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】

- 11 -



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,197 16,135

受取手形及び売掛金 1,414 2,245

完成業務未収入金 5,362 6,057

有価証券 5,029 4,105

未成業務支出金 3,571 5,587

商品及び製品 655 715

仕掛品 623 515

原材料及び貯蔵品 1,328 1,367

その他 561 830

貸倒引当金 △66 △41

流動資産合計 36,677 37,519

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,092 5,830

土地 7,102 7,108

その他（純額） 1,002 1,260

有形固定資産合計 ※1  14,197 ※1  14,199

無形固定資産 535 515

投資その他の資産   

投資有価証券 9,229 9,108

その他 ※2  3,846 ※2  4,167

貸倒引当金 △49 △53

投資その他の資産合計 13,026 13,222

固定資産合計 27,759 27,937

資産合計 64,437 65,456

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 400 593

業務未払金 1,417 1,729

短期借入金 857 162

未払法人税等 243 253

賞与引当金 287 332

受注損失引当金 14 7

その他 3,065 3,619

流動負債合計 6,284 6,698

固定負債   

長期借入金 0 0

退職給付引当金 2,704 2,849
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

その他 1,658 1,667

固定負債合計 4,364 4,517

負債合計 10,648 11,215

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,174 16,174

資本剰余金 16,523 16,523

利益剰余金 30,024 29,904

自己株式 △5,127 △4,921

株主資本合計 57,594 57,680

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 118 △58

繰延ヘッジ損益 － △2

土地再評価差額金 △2,662 △2,662

為替換算調整勘定 △2,532 △1,935

評価・換算差額等合計 △5,076 △4,658

少数株主持分 1,270 1,218

純資産合計 53,788 54,240

負債純資産合計 64,437 65,456
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 ※1  20,625

売上原価 14,724

売上総利益 5,901

販売費及び一般管理費 ※2  5,308

営業利益 592

営業外収益  

受取利息 79

受取配当金 29

持分法による投資利益 89

その他 80

営業外収益合計 278

営業外費用  

支払利息 5

為替差損 126

投資事業組合運用損 55

その他 13

営業外費用合計 201

経常利益 669

特別利益  

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 13

その他 1

特別利益合計 14

特別損失  

固定資産除却損 5

投資有価証券評価損 27

たな卸資産評価損 37

事業整理損 77

その他 5

特別損失合計 153

税金等調整前四半期純利益 529

法人税等 ※3  165

少数株主利益 67

四半期純利益 297
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 ※1  8,902

売上原価 6,270

売上総利益 2,631

販売費及び一般管理費 ※2  2,744

営業損失（△） △113

営業外収益  

受取利息 33

受取配当金 27

持分法による投資利益 44

その他 50

営業外収益合計 155

営業外費用  

支払利息 0

為替差損 22

その他 6

営業外費用合計 30

経常利益 11

特別利益  

貸倒引当金戻入額 39

特別利益合計 39

特別損失  

固定資産除却損 2

投資有価証券評価損 1

事業整理損 77

特別損失合計 80

税金等調整前四半期純損失（△） △29

法人税等 ※3  △75

少数株主利益 107

四半期純損失（△） △61
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 529

減価償却費 418

持分法による投資損益（△は益） △89

賞与引当金の増減額（△は減少） △47

受取利息及び受取配当金 △109

売上債権の増減額（△は増加） 1,427

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,852

仕入債務の増減額（△は減少） △482

その他 125

小計 3,626

利息及び配当金の受取額 109

利息の支払額 △5

事業整理による支出 △26

法人税等の支払額 △223

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,478

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 492

有価証券の取得による支出 △804

投資有価証券の取得による支出 △203

有価証券の売却による収入 859

投資有価証券の売却による収入 316

関係会社株式の取得による支出 △165

有形及び無形固定資産の取得による支出 △502

有形及び無形固定資産の売却による収入 0

その他 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △11

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 910

短期借入金の返済による支出 △210

長期借入金の返済による支出 △5

自己株式の取得による支出 △224

配当金の支払額 △173

少数株主への配当金の支払額 △10

その他 5

財務活動によるキャッシュ・フロー 292

現金及び現金同等物に係る換算差額 △157

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,602

現金及び現金同等物の期首残高 18,248

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  21,850
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 （1）たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

  たな卸資産の評価基準及び評価方法については、従来、主として個別法及び

総平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日公表分）が適用されたことに伴い、主として個別法及び総平均法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変

更しております。 

  これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益がそれぞれ

１百万円減少し、税金等調整前四半期純利益が38百万円減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

  （2）リース取引に関する会計基準の適用 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する

連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになっ

たことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通

常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。  

  なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

  （3）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を

適用しております。 

  なお、これによる損益に与える影響はありません。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

税金費用の計算  一部の連結子会社においては、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じる方法により計算しております。 
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 一部の連結子会社においては、機械装置について、従来、耐用年数を５～９年としておりましたが、平成20年度の法

人税法の改正を契機として見直しを行い、第１四半期連結会計期間より５～８年に変更しております。なお、これによ

る損益に与える影響は軽微であります。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、14,142百万円で

あります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、14,013百万円で

あります。 

※２ 投資不動産の減価償却累計額は、89百万円でありま

す。 

※２ 投資不動産の減価償却累計額は、80百万円でありま

す。 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 当社グループの主要事業である調査事業の売上高

は、事業の性質上、上半期（第２四半期連結累計期

間）に多くなる傾向があります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料及び手当 1,924百万円

賞与引当金繰入額 139百万円

貸倒引当金繰入額  12百万円

※３ 法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示してお

ります。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 当社グループの主要事業である調査事業の売上高

は、事業の性質上、上半期（第２四半期連結累計期

間）に多くなる傾向があります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料及び手当 990百万円

賞与引当金繰入額 86百万円

※３ 法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示してお

ります。 
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

  

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額  

  

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係 

  

  （百万円） 

現金及び預金勘定  18,197

有価証券勘定  5,029

計  23,226

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金 
 △170

株式及び償還期間が３ヶ月を超え

る債券等 
 △1,205

現金及び現金同等物  21,850

（株主資本等関係）

株式の種類 
当第２四半期
連結会計期間末 

 普通株式（株）  32,082,573

株式の種類 
当第２四半期
連結会計期間末 

 普通株式（株）  4,594,427

決議  株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月26日 

定時株主総会  
普通株式   173  6.25 平成20年12月31日平成21年３月27日 利益剰余金 

決議  株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年８月11日 

取締役会  
普通株式   171  6.25 平成21年６月30日平成21年９月28日 利益剰余金 

- 19 -



当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、事業の内容、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．会計処理の方法の変更 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期

間の営業利益が「計測機器事業」で１百万円減少しております。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
調査事業
（百万円） 

計測機器事業
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
 （百万円） 

売上高                              

(1)外部顧客に対する売上高  6,954  1,947  8,902 －  8,902

(2)セグメント間の内部売上高 －  201  201 (201) － 

計  6,954  2,148  9,103 (201)  8,902

営業損失（△）  △103  △8  △112 (1)  △113

  
調査事業
（百万円） 

計測機器事業
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
 （百万円） 

売上高                              

(1)外部顧客に対する売上高  16,621  4,004  20,625 －  20,625

(2)セグメント間の内部売上高 －  357  357 (357) － 

計  16,621  4,362  20,983 (357)  20,625

営業利益  562  9  571  20  592

事業区分 主要製品

調査事業 地質調査、設計、工事、環境調査、環境アセスメント、リスク分析事業等 

計測機器事業 
地質調査用計測機器、資源探査用計測機器、海上音波探査装置、地下レーダー、 

地震観測用計測機器、セキュリティー機器等 
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米…………………米国、カナダ 

(2) その他の地域………北米を除くその他の地域 

３．会計処理の方法の変更 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期

間の営業利益が「日本」で１百万円減少しております。 

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
その他の地
域(百万円) 

計（百万円） 
消去又は全
社(百万円) 

連結
（百万円） 

売上高                                    

(1)外部顧客に対する売上高  7,224  1,297  379  8,902 －  8,902

(2)セグメント間の内部売上高  0  7  4  11 (11) － 

計  7,224  1,304  384  8,913 (11)  8,902

   営業利益又は損失（△）  △134  △34  40  △129  16  △113

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
その他の地
域(百万円) 

計（百万円） 
消去又は全
社(百万円) 

連結
（百万円） 

売上高                                    

(1)外部顧客に対する売上高  17,060  2,637  928  20,625 －  20,625

(2)セグメント間の内部売上高  7  59  7  74 (74) － 

計  17,068  2,696  935  20,700 (74)  20,625

   営業利益又は損失（△）  566  △33  47  580  11  592
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 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米…………………米国、カナダ 

(2) その他の地域………北米を除くその他の地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）  

  著しい変動がないため記載を省略しております。 

 当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 

  著しい変動がないため記載を省略しております。 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 該当事項はありません。 

【海外売上高】

    北米 その他の地域 計

当第２四半期連結会計期間 

（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  437  1,284  1,721

Ⅱ 連結売上高（百万円） － －  8,902

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 4.9  14.4  19.3

    北米 その他の地域 計

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  997  2,742  3,739

Ⅱ 連結売上高（百万円） － －  20,625

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 4.8  13.3  18.1

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   該当事項はありません。 

平成21年８月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関して次のとおり決議いたしました。  

（イ）中間配当による配当金の総額…………………… 171百万円  

（ロ）１株当たりの金額………………………………… ６円25銭  

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成21年９月28日  

 （注）平成21年６月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,910.57円 １株当たり純資産額 1,914.25円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 10.78円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
10.75円

１株当たり四半期純損失金額 △2.25円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。 

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は 

１株当たり四半期純損失金額  
           

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  297  △61

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は 

四半期純損失（△）（百万円） 
 297  △61

期中平均株式数（株）  27,606,950  27,545,898

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）  76,674  －

 （うちストックオプション（新株予約権方式）） （76,674）  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

―――――――― ―――――――― 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月12日

応用地質株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 布施木 孝叔  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 和 田 慎 二  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている応用地質株式会

社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、応用地質株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 


